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紀伊半島移住プロモーション事業業務委託 

に係る企画提案募集要領 
 

１ 事業目的 

   同一の半島地域である奈良県・三重県・和歌山県が協働し、紀伊半島を１つのエ

リアとして、平成２７年度から紀伊半島への移住に向けた認知度向上及び関係人口

の創出の取組を展開してきた。 

一方、新型コロナウイルスの感染拡大などを契機に、地方移住への関心が高まっ

ているほか、企業においても、テレワークなど「転職なき移住」という新たな動き

が出てきており、都市部を中心に「暮らし方」や「働き方」、「価値観」に多くの

変化が生じている。 

そこで、紀伊半島を１つのエリアとして、そのスケールメリットを生かし、紀伊

半島地域における新たな「暮らし方」や「働き方」を提案し、同地域ならではの魅

力に触れてもらうことで、関係人口の創出、多拠点居住及び移住・定住の促進を図

る。 

 

２ 委託業務名 

     紀伊半島移住プロモーション事業業務委託 

 

３ 委託業務概要 

（１）業務内容 

事業目的を達成するため、以下の内容を基本としたプロモーション事業を行う。 

① 個人や企業等を対象とした、紀伊半島地域における新たな「暮らし方」や「働

き方」の導入を促進する効果的なイベント等（例：３県周遊による暮らし体験）

を実施する。なお、イベントについては、期間中に１回以上の紀伊半島地域へ

の来訪機会を設けるものとする。 

② 紀伊半島地域における暮らしの魅力について、ＷＥＢ・ＳＮＳ等を中心とし

たメディアなどによる効果的な情報発信を行う。 

③ 今後の取組につなげるため、参加者アンケートの実施や分析のほか、各取組

にかかる効果検証等を行う。 

 

（２）提案内容について 

紀伊半島地域への関係人口の創出、多拠点居住及び移住・定住を促進するため以

下の点についてそれぞれ提案すること。 

① 事業全体の考え方と全体スケジュール、実施スキーム（地域との関わり含む）、期

待される効果 

② イベント等の内容、実施方法及び集客方法（ターゲットの考え方、実施場所、実

施時期を含む。） 

③ 情報発信の実施方法（媒体の具体名、発信内容、実施時期、回数を含む。） 

④ 今後につなげる効果検証の考え方と方法 
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（３）提案における留意点 

    提案内容については、以下の点に留意すること。 

   ○ これまでの紀伊半島移住プロモーション事業や三県が実施してきた移住施策と

は異なる新たな切り口で紀伊半島地域ならではの強み（魅力）を活かした提案を

期待する。 

  ○ 具体的かつ実行可能な提案をすること。 

○ 事業実施に際しては、三県と情報共有及び協議すること。 

○ 事業全体の効果測定及び業務報告は委託業務期間内に行うこと。 

 

（４）委託上限金額 

     金１０，３３３，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

（５）委託期間 

     契約締結の日から令和５年３月１０日（金）まで 

 

４ 委託事業者の要件 

     次の要件を満たす事業者に業務を委託する。 

（１）本要領に定める企画内容を満たす事業の実施が可能な事業者であること。 

 

（２）業務執行体制が万全であり、期日を遵守し履行可能な能力を有する事業者である

こと。 

 

（３）ターゲット層の地方移住に対しての理解を踏まえ、これらのことを分かりやすく

情報発信し、紀伊半島地域への関係人口の創出、多拠点居住及び移住・定住につ

なげることができる事業者であること。 

   

５ 委託事業者選定方法 

     当該業務委託に係る企画提案事業者を募集し、提出された企画提案を実行委員会 

が設置する紀伊半島移住プロモーション事業業務委託選定審査委員会（以下「審査

委員会」という。）において審査し、上記４委託事業者の要件（１）～（３）に適

合し、最も優れた企画提案を行ったと判断された事業者を選定する。 

 

６ 提案者の資格要件等 

    単独又は共同提案によるものとする。 

（１）提案者の資格 

  ① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ていない者であること。 

  ② 会社更生法(平成１４年法律第１５４号)第１７条第１項又は第２項の規定に

よる会社更生手続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者で

あること。 

  ③ 平成１２年３月３１日以前に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第

２条よる廃止前の和議法（大正１１年法律第７２号）第１２条第１項の規定によ
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る和議開始の申立てをしていない者であること。 

  ④ 平成１２年４月１日以後に民事再生法第２１条の規定による再生手続開始の

申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。 

  ⑤ 奈良県、三重県、和歌山県にかかる入札参加資格停止又は落札資格停止の期間

中でないこと。 

   ⑥ 民間企業、ＮＰＯ法人、その他の法人又は法人以外の団体等であって、委託事

業を確かに遂行するに足りる能力を有するものであること。ただし、宗教活動や

政治活動を主たる目的とする団体、暴力団若しくは暴力団員の統制の下にある団

体でないこと。 

⑦ 国税及び地方税について滞納がない者であること。 

  ⑧ 本プロポーザル及びその後の委託契約に、不正又は不誠実な行為がないことを

誓約できる者であること。 

      ⑨ 審査委員会の委員でないこと。 

 

（２）共同提案者の提案資格等 

     複数の事業者による共同提案（以下「ＪＶ」という。）を行う場合には、次の事

項に留意すること。  

   ① 必ず幹事者を決め、全提案者の代表者名を記載し、それぞれの代表者印を押印す

ること。その際、幹事者の印は契約時に使用するものと同一とすること。  

     また、業務の履行方式に応じた「特定委託業務共同企業体協定書」（様式１－２

－１若しくは１－２－２）を提出すること。 

  ※「分担履行型」（様式１－２－１）… １つの業務について、さらに複数の細業務

に分かれる場合、各構成員がそれぞれ分担する

業務を、責任を持って履行する方式 

   「共同履行型」（様式１－２－２）… １つの業務について、あらかじめ定めた出

資割合に応じて、各構成員が資金、人員、機械

等を拠出して共同履行する方式 

   ② 複数のＪＶに所属することはできない。また、ＪＶに所属しながら自らが単独で

提案を行うことは認められない。  

   ③ 幹事者及び共同提案者については、前項①～⑨に該当することが必要である。 

   ④ 幹事者及び共同提案者を変更することはできない。 

   ※ 「参加意向申出書」の提出後に参加意向申出書の記載事項に変更が生じた場合に

は、参加意向申出書受付期間内に「参加意向申出書記載事項変更届出書」（様

式１－３） を添えて、改めて「参加意向申出書」を提出すること。 

 

（３）失格事項 

    応募者が次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

   ①  提案者の資格要件等を満たさないとき。 

   ②  複数の提案書等を提出したとき。 

   ③  提出のあった提案書等が様式及び記載上の注意事項に示された内容に適合せず、

その補正に応じないとき。 

   ④ 提出書類に虚偽または不正があったとき。    
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   ⑤ 提案書等の受付期限までに所定の書類が整わなかったとき。 

  ⑥  見積書の積算誤りや委託上限金額を上回る金額の提示があったとき。 

   ⑦ そのほか不正な行為があったとき。 

 

７ 手続き等に関する事項 

（１）担当課 

    〒514-8570 三重県津市広明町 13 番地 

    三重県 地域連携部 移住促進課内 

    紀伊半島移住プロモーション事業実行委員会事務局 

    ＴＥＬ：059-224-2420 ・ ＦＡＸ：059-224-2219 

    電子メールアドレス：iju@pref.mie.lg.jp 

 

（２）参加意向申出書等の提出  

 ① 本件業務に係る企画提案書等の提出を希望する者は、「参加意向申出書」（単独

提案：様式１－１、共同提案：様式１－２、様式１－２別紙）と「会社概要及び類

似事業受注実績」（様式２）を事務局（三重県地域連携部移住促進課内）に持参又

は郵送のいずれかの方法で提出すること。 

 ② 「参加意向申出書」の提出後に参加意向申出書の記載事項に変更が生じた場合に

は、参加意向申出書受付期間内に「参加意向申出書記載事項変更届出書」（様式１

－３） を添えて、改めて「参加意向申出書」を提出すること。 

    「参加意向申出書」を提出しない者は、これ以降の企画提案を行うことができない。 

【受付期間】 

◎ 持参の場合 

令和４年６月１０日（金）～令和４年６月１７日（金）１７時まで 

ただし、平日の９時から１７時までの間しか持参を受け付けない。 

◎ 郵送の場合 

簡易書留等の確実な方法によるものとし、令和４年６月１７日(金)１７時までの

到着分を有効とする。なお、発送後は、必ず担当課まで電話連絡を行うほか、締切

日時までに確実に書類が届くかどうかを、投函前に郵便局で確認すること。 

 

（３）質問の受付・回答 

    募集要領等に関する質問は、次のとおり取り扱う。 

   【受付期間】 令和４年６月１０日（金）～令和４年６月１７日（金）１７時まで 

   【受付方法】 「質問票」（様式３）に必要事項を記載の上、事務局に電子メール又

はファクシミリで送付すること。なお、電話、来訪等口頭による質

問は一切受け付けない。電子メールによる質問の場合は、件名の最

初に『「紀伊半島移住プロモーション事業」企画提案に関する質問』

と明記すること。また、電子メール又はファクシミリ送信後、事務

局に着信確認の電話をすること。 

   【回答方法】 令和４年６月２２日(水)１７時までに原則三重県ホームページに回答

を掲載する。 
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（４）企画提案書の提出 

    上記（２）のとおり「参加意向申出書」等を提出した企画提案を行う事業者は、

下記の企画提案書等を作成のうえ持参または郵送により提出すること。 

   【企画提案書等及び部数】  

① 企画提案書（様式４） １５部（正本 1 部・副本（写し）14 部） 

      ・添付資料は、Ａ４版で、両面長辺綴じとする。文字サイズはおおむね１２ポ

イント以上とし、３０ページ以内とする。また、企画提案書の記載につい

ては、下記項目に沿って、具体的に記載すること。 

      〇実施方針 

 ・業務目的に対する考え方、イベント等企画の方向性を記載すること。 

〇企画・事業推進方針 

       ・イベント等に関する企画の考え方について以下の事項を示すこと。 

        １．実施スケジュール、実施スキーム 

        ２．イベント等の内容及び実施方法  

〇広報方針 

       ・ターゲット層に対しての広報戦略を記載すること。 

〇効果検証 

       ・参加者アンケートなどの調査方法及び考え方を記載すること。 

     ・参加事業者１者につき１提案とすること。  

       ・提案する企画に係る費用の総額は、「３（４）委託上限金額」を超えないも

のとすること。 

       ・一度提出された「企画提案書」は、これを書き換え、差し替え、追加又は撤

回することはできない。 

    ② 見積書  １５部（正本 1 部・副本（写し）14 部） 

        ・記載様式は特に定めないが、費用の内訳を可能な限り詳細に記載すること。 

     ・見積書には、消費税及び地方消費税相当額を除いた金額と含む金額をそれぞ

れ明記し、消費税及び地方消費税については、円未満の端数が生じた場合は、

その端数を切り捨てた額をもって契約金額とする。 

    ③ 提案事業者の概要書  １５部 

     ・提案事業者の組織概要（名称、所在地、設立年月日、資本金、従業員数等）、

組織体制（主な事業所を含む）、沿革等を簡潔に記載したもの。 

   ④ 業務実施体制（様式５）  １５部 

    ⑤ 契約実績証明書  １５部 

     ・過去３年間に今回の委託金額と同規模程度（又は同規模以上）の契約実績に

ついて分かる資料を提出すること。 

【企画提案書受付期間】 

◎ 持参の場合 

令和４年６月２７日（月）～令和４年６月２９日（水）１７時まで 

ただし、９時から１７時までの間しか持参を受け付けない。 

◎ 郵送の場合 

簡易書留等の確実な方法によるものとし、令和４年６月２９日(水)１７時までの

到着分を有効とする。なお、発送後は、必ず担当課まで電話連絡を行うほか、締切
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日時までに確実に書類が届くかどうかを、投函前に郵便局で確認すること。 

   

   【提出先】  

〒514-8570 三重県津市広明町 13 番地 

    三重県 地域連携部 移住促進課内 

    紀伊半島移住プロモーション事業実行委員会事務局 

    ＴＥＬ：059-224-2420 ・ ＦＡＸ：059-224-2219 

 

８ 企画プロポーザル審査の実施方法等 

（１） 実施日時・場所 

① 日時：令和４年７月２１日（木）１３時３０分から 

    ※企画プロポーザル参加事業者数の状況により時間を変更することがある。 

 ② 場所：大阪府教育会館たかつガーデン 

      大阪市天王寺区東高津町７－１１ 電話：06-6768-3911 

    ※新型コロナウイルス感染症の状況により実施方法（例：オンラインなど）を

変更することがある。 

 

（２） 実施方法 

 ① 提出のあった企画提案書についてプレゼンテーション審査を行うが、応募多数の

場合は、プレゼンテーションに先立ち書類選考を行う場合がある。 

 ② 企画プロポーザル参加事業者は、予め提出された企画提案書に基づいてプレゼン

テーションを行う。プレゼンテーションの時間については、１者当たり４０分（説

明２０分、質疑２０分）以内とする。 

 ③ プレゼンテーションの順番については、原則として企画提案書の受付順とする。 

 

９ 審査、事業者の決定 

（１）企画提案書等の審査 

 審査は紀伊半島移住プロモーション事業実行委員会が設置する審査委員会にお 

いて実施し、最も高い得点を獲得した者を事業者として選定する。 

 

（２）企画提案書を選定するための評価基準 

  評価項目、判断基準については、次のとおりとする。 

 ① 目的の合致 

   事業目的を理解し、委託業務の目的に合致したものとなっているか。 

 ② 訴求性 

   提案内容が仕様書記載の「対象」及び「業務の内容」に沿ったものでありかつ効

果的なものとなっているか。 

   紀伊半島地域と都市部の人々がイベント終了後も継続したつながりを構築するこ

とができる提案となっているか。 

 ③ 計画性 

   実施内容、費用、全体的スケジュールにおいて、具体的で実現可能なものとなっ

ているか。  
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 ④ 実効性 

   イベント等への集客方法やスケジュールが具体的かつ効果的であるか。  

 ⑤ 実施体制 

   事務局との連絡体制、社内体制及び業務に関係する社外組織との連携体制は充分

なものとなっているか。 

   関係法令を遵守したものとなっているか。 

   同種の業務実績があるか。 

 

（３）審査結果の通知 

    審査結果については、審査終了後速やかに書面により企画プロポーザル参加者に

通知する。なお、審査結果（決定事業者名及び提案事業者の採点結果）は公表する。

また、審査の結果に対する異議申し立ては一切受け付けない。 

 

10 事業者との契約 

  選定された事業者は、通知があり次第、下記書類を提出するとともに、紀伊半島移

住プロモーション事業実行委員会事務局と打合せを行い、委託業務契約書を締結した

後、速やかに業務の準備に着手すること。 

 ① 法人税又は所得税並びに消費税及び地方消費税について未納がない旨の証明

書  １部 

 ② 都道府県税に係る徴収金について未納がない旨の証明書  １部 

 

11 契約方法に関する事項 

（１）契約条項は、担当課において示す。 

 

（２）契約保証金は、契約金額の 100 分の 10 以上の額とする。ただし、会社更生法

（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定による更生手続開始の申し立てをし

ている者若しくは申し立てをされている者又は民事再生法（平成 11 年法律第

225 号）第 21 条の規定による再生手続開始の申立てをしている者若しくは申立

てをされている者（以下これらを「更生（再生）手続中の者」という）のうち

三重県建設工事等入札参加資格の再審査に係る認定を受けた者（会社更生法第

199 条 1 項の更生計画の認可又は民事再生法第 174 条 1 項の再生計画の認可が決

定されるまでの者に限る）が契約の相手方となるときは、納付する契約保証金

の額は、契約金額の 100 分の 30 以上とする。 

また、三重県会計規則（平成 18 年 6 月 16 日三重県規則第 69 号、以下「規則」

という。）第 75 条第４項各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金を免除

する。ただし、規則第 75 条第４項第１号、第２号又は第４号に該当するときを

除き、更生（再生）手続中の者については、契約保証金を免除しない。 

 

（３）契約書は２通作成し、双方各１通を保有する。なお、契約金額は見積書に記載

された消費税及び地方消費税相当額を除いた金額の 100 分の 110 に相当する金

額とし、契約金額の表示は、消費税等を内書きで記載するものとする。 

 



8 

 

（４）契約は、担当課において行う。 

 

12 暴力団等排除措置要綱による契約の解除 

契約締結権者は、受注者が「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除

措置要綱」第３条又は第４条の規定により、「三重県物件関係落札資格停止要綱」

に基づく落札資格停止措置を受けたときは、契約を解除することができる。 

 

13 不当介入に係る通報等の義務及び義務を怠った場合の措置 

（１）受注者が契約の履行にあたって暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等に

よる不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとする。 

 ア 断固として不当介入を拒否すること。 

イ 警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。 

ウ 担当課に報告すること。 

 エ 契約の履行において、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等による不当

介入を受けたことにより工程、納期等に遅れが生じる等の被害が生じるおそれが

ある場合は、担当課と協議を行うこと。 

 

14 その他留意事項 

（１）提出書類の取扱い 

 ① プロポーザル参加者が提出した書類に含まれる著作物の著作権はプロポーザル参

加者に帰属する。 

 ② 提出書類は、本業務委託事業者の選定以外にプロポーザル参加者に無断で使用し

ないものとする。ただし、委託事業者として選定されたプロポーザル参加者の提出

書類については、委託事業者選定後、一定期間、ホームページでの公表等に使用す

ることがある。 

 ③ 提出する書類は、委託事業者の選定を行うために必要な範囲又は公開等の際に複

製を作成することがある。 

 ④ 提出された書類は返却しない。 

 

（２） 企画プロポーザル参加事業者が本企画プロポーザルに要した費用については、全

て企画プロポーザル参加事業者が負担するものとする。 

 

（３） 本企画プロポーザルの実施は、委託事業者の特定を目的とするものであり、契約

後においては、紀伊半島移住プロモーション事業実行委員会と協議を重ねながら計

画策定を行うことになるので、提出書類の内容をそのまま実施することを約束する

ものではない。 

 

（４）「参加意向申出書」を提出した後に辞退する場合は、速やかに上記担当課まで連

絡をするとともに、書面にて辞退の届け出を行うこと。 

 

（５）選定結果として、企画提案書等を提出した者の名称や審査結果概要等の情報公開

を行うことを了知すること。 
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（６）移住に関心のない者に対して、金銭等を支給し集客及び動員を行うことを認め

ない。そうしたことが判明した場合、契約を解除する。 

 

 

   【スケジュール（予定）】 

 

公告日 

     ６月９日（木） 

 参加意向申出書受付期間／質問受付期間 

     ６月１０日（金）～６月１７日（金）１７時まで 

質問回答期限 

   ６月２２日（水）１７時まで 

企画提案書受付期間 

    ６月２７日（月）～６月２９日（水）１７時まで 

 企画プロポーザル（審査会） 

   ７月２１日（木）１３時３０分から 

 委託予定事業者決定（予定） 

     ７月２２日（金） 

 委託予定事業者見積書提出 

     ７月下旬 

 委託予定事業者との契約締結 

     ８月上旬 

 

 


